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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

   
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第194期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用してい

る。 

第一部 【企業情報】

回次 第192期中 第193期中 第194期中 第192期 第193期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 26,573 25,717 26,092 55,464 53,489

 経常利益 (百万円) 977 1,044 756 1,796 2,083

 中間(当期)純利益 (百万円) 860 874 154 1,635 1,905

 純資産額 (百万円) 21,215 25,180 26,392 24,337 26,044

 総資産額 (百万円) 94,657 95,766 96,265 94,983 95,850

 １株当たり純資産額 (円) 201.09 207.94 212.96 200.96 215.10

 １株当たり中間(当期) 
 純利益

(円) 8.16 7.22 1.28 15.24 15.73

 潜在株式調整後 
 １株当たり 
 中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 22.4 26.3 26.8 25.6 27.2

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 1,358 1,481 1,600 3,908 1,939

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 589 △188 △1,756 1,179 △1,645

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △2,049 1,040 552 △3,747 △13

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 2,161 5,907 4,352 3,531 3,899

 従業員数 (名)
4,551 
(702)

4,273
(641)

4,024
(627)

4,633 
(835)

4,230
(707)

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 16,624 15,736 16,083 34,455 32,922

 経常利益 (百万円) 681 945 846 1,153 2,222

 中間(当期)純利益 (百万円) 547 806 113 45 682

 資本金 (百万円) 10,358 11,336 11,336 11,336 11,336

 発行済株式総数 (株) 105,805,937 121,108,290 121,108,290 121,108,290 121,108,290

 純資産額 (百万円) 25,314 27,653 27,001 26,815 27,199

 総資産額 (百万円) 85,153 85,429 84,558 83,615 83,288

 １株当たり純資産額 (円) 239.95 228.37 223.02 221.43 224.63

 １株当たり中間(当期) 
 純利益

(円) 5.19 6.66 0.94 0.43 5.64

 潜在株式調整後 
 １株当たり 
 中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 １株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 2.50

 自己資本比率 (％) 29.7 32.4 31.9 32.1 32.7

 従業員数 (名)
692 
(94)

650
(88)

608
(86)

696 
(95)

633
(87)



３ 「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31

日付で改正されたことに伴い、第194期中より繰延ヘッジ損益（税効果調整後）の金額を普通株式に係る中

間期末の純資産額に含めている。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

５ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の平均雇用人員である。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメントを変更している。変更の内容については、「第５

経理の状況 １．中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財務諸表 注記事項 (セグメント情報)」に記載

のとおりである。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

繊維事業
3,229
(245)

機能材事業
195
(28)

不動産事業
17
(9)

その他の事業
541
(341)

全社(共通)
42
(4)

合計
4,024
(627)

従業員数(名)
608
(86)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国経済は、企業業績の改善をベースに設備投資が堅調に推移し、個人消費

についても総じて拡大の機運が見られ、景気回復傾向が鮮明になったが、原油高に伴う燃料・原材料価

格の高騰や米国経済の先行き不透明感といった懸念材料もあり、依然として不安定な状況が続いた。 

 当社グループは、このような状況の下、収益の確保を主眼に、高付加価値製品・サービスの拡販に努

めてきた。 

 当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比で若干の増収となったが、原油価格の高騰に伴うコスト

アップ等により営業利益、経常利益ともに減益となり、子会社清算に伴う固定資産売却損の計上等によ

り最終損益段階においても減益となった。 

 以上により、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比３億75百万円増収の260億92百万円となり、

営業利益は同１億17百万円減益の13億60百万円、経常利益は同２億88百万円減益の７億56百万円、中間

純利益は同７億19百万円減益の１億54百万円となった。 

 また、当社単体の業績は、売上高は前年同期比３億46百万円増収の160億83百万円となり、営業利益

は同51百万円増益の13億円、経常利益は同98百万円減益の８億46百万円、中間純利益は同６億93百万円

減益の１億13百万円となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。なお、当中間連結会計期間から事業の種類別

セグメントを変更したため、前年同期比較にあたっては前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替

えて行っている。 

(繊維事業) 

衣料・生活資材分野では、国内産地の生産規模縮小が続き、糸・テキスタイル需要が低下する厳し

い状況の下、収益確保を主眼に、カジュアル向け商材の拡販、製品ビジネスの拡充、生産体制の効率

化等の諸施策を実行した。従来型のテキスタイル販売は概ね苦戦を強いられたが、ワーキング分野、

ＳＰＡ（製造小売業）やスポーツアパレル向けのＯＥＭなど、特に重点を置いて市場開拓に取り組ん

だ領域においては順調に収益を伸ばし、分野全体として売上高は前年同期を上回った。しかしなが

ら、燃料・原材料コストの高騰等が響き、減収となった。 

 産業資材分野においては、製紙用ドライヤーカンバスは製紙各社のコスト削減への取り組みが依然

厳しく、一方、フィルタークロスは製造業各業種の需要が伸び悩んだが、拡販努力により若干の増収

となった。利益面では、商品構成の変化等により若干の減益となった。 

 以上の結果、繊維事業全体としての売上高は前年同期比２億６百万円増収の200億65百万円とな

り、営業利益は同１億52百万円減益の５億24百万円となった。 

  

(機能材事業) 

化成品、電気絶縁材料、プリント配線基板等の機能材事業は概ね堅調に推移し、全体として若干の

増収となったが、原材料高騰等により減益となり、売上高は同53百万円増収の29億88百万円、営業利

益は同18百万円減益の１億85百万円となった。 

  

(不動産事業) 



賃貸事業の拡充により若干の増収増益となり、売上高は同11百万円増収の13億26百万円、営業利益

は同16百万円増益の６億98百万円となった。 

  

(その他の事業) 

リネンサプライ業、倉庫業等のサービスその他の事業は概ね堅調に推移し、増収増益となり、売上

高は同１億３百万円増収の17億12百万円となり、営業利益は同60百万円増益の１億72百万円となっ

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動では16億円

の増加、投資活動では17億56百万円の減少となり、財務活動では５億52百万円の増加となった。以上の

結果、資金は３億93百万円の増加（前年同期は23億65百万円の増加）となり、中間期末残高は43億52百

万円となった。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において営業活動による資金は、仕入債務の減少があったものの、売上債権の減

少、減価償却費等の内部留保等により16億円の増加（前年同期は14億81百万円の増加）となった。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において投資活動による資金は、有形固定資産の売却による収入２億21百万円、

投資有価証券の売却による収入１億93百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出３億59百

万円、投資有価証券の取得による支出10億18百万円、関係会社出資金の取得による支出６億62百万円等

により17億56百万円の減少（前年同期は１億88百万円の減少）となった。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において財務活動による資金は、配当金の支払３億２百万円があったものの、借

入及び社債の発行等により５億52百万円の増加（前年同期は10億40百万円の増加）となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は外注加工(材料費部分を含む)を含む。 

２ 金額は製造原価により算出している。 

３ 上記金額に消費税等は含まれていない。 

４ 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会

計期間分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

  

(2) 受注実績 

該当事項なし。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の金額である。 

２ 上記金額に消費税等は含まれていない。 

３ 当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては前中間連結会

計期間分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項なし。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 15,919 △0.8

機能材事業 2,632 5.9

不動産事業 ─ ─

その他の事業 257 5.5

合計 18,809 0.2

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

繊維事業 20,065 1.0

機能材事業 2,988 1.8

不動産事業 1,326 0.9

その他の事業 1,712 6.4

合計 26,092 1.5



５ 【研究開発活動】 

当社グループでは既存事業の発展と新規事業の育成を推進すべく、研究開発活動に積極的に取り組んで

いる。 

(繊維事業) 

繊維事業としては、「健康快服」を研究のメインテーマとし、快適な衣料環境・寝具環境をもたらす

素材・製品の開発を通して既存事業の強化を図ると共に、機能性繊維製品の開発の技術を応用し、非繊

維周辺分野への浸透を通して新規事業の育成を図っている。 

また、主要課題としては様々な快適性を表現するキーワードの中から、消費者が期待するテーマを絞

り込み、快適性がもたらす機能面、感性面での新しい開発及び評価方法を確立し、いかに市場に受け入

れられるかが最大の課題と認識している。 

当中間連結会計期間の研究成果として、抗ウイルス加工繊維を開発した。近年、世界中で鳥インフル

エンザの感染が問題になっており、養鶏業界に多大な経済損失を与えるだけでなく、新型ウイルスに変

異して人への感染力を持つおそれもあることから、公衆衛生上憂慮すべき問題となっている。このよう

な状況の下、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 動物衛生研究所との共同開発により、洗

濯50回後でも繊維に付着した鳥インフルエンザウイルスの感染価を99.9％以上低下させる抗ウイルス加

工繊維「フルテクト」を開発し、養鶏作業用ユニフォーム、医療用白衣のみならず、マスク、フィルタ

ー、ベッドリネン、学童用制服等幅広く展開する予定である。 

また、先般㈱林原生物化学研究所との共同研究によって開発されたトレハロース結合繊維は、更なる

研究の結果、加齢臭・汗臭を防臭する効果があることを確認した。トレハロースのタンパク質や脂肪の

変性・変敗抑制効果に着目し研究した結果、中高年の加齢臭となる原因物質の発生量が10分の１以下に

抑制する効果があることを確認、洗濯耐久性も確認されている。従来の放熱性・速乾性といった特徴に

消臭性を加えて、クールビズ対応快適涼感素材としてドレスシャツや寝装寝具等への展開を進めてい

る。 

当中間連結会計期間の研究開発費は２億７百万円である。 

  

(機能材事業) 

航空宇宙分野や超高温耐熱材料分野での耐熱用途の確立を目指し、国や民間の研究機関と提携し、先

端複合用強化構造材を開発している他、電気・電子部品用特殊樹脂材料としての用途拡大に向け、より

先進的な高機能樹脂の研究開発を行っている。 

その成果として、航空機やロケットの主翼、骨材など複雑な形状の部品に適した炭素繊維複合材料の

製造技術を開発した。現在、航空機等の材料には軽くて強い炭素複合素材の利用がアルミに代わって増

えてきており、更に強度の必要な主翼・胴体等への応用が期待されており、航空機部材に一部用いられ

ている。 

当中間連結会計期間の研究開発費は47百万円である。 

  

なお、当社グループの研究開発活動は、繊維事業は主として㈱シキボウ江南内にある当社開発部門、

機能材事業は東近江市にある当社中央研究所を拠点として行っている。 

当中間連結会計期間の研究開発費は２億55百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載すべき事項はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 121,108,290 121,108,290
東京(１部)・
大阪(１部)・ 
各証券取引所

―

計 121,108,290 121,108,290 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 121,108,290 ― 11,336 ― 977



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 上記日本証券金融株式会社の所有する株式は、すべて証券金融業務に係るものである。 

２ 次の法人から、当中間会計期間中に変更報告書の提出があり(報告義務発生日平成18年７月31日)、次のとお

り株式を保有している旨の報告を受けているが、当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株

式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

 
なお、次の法人から、平成18年11月15日付で提出された変更報告書により平成18年10月31日現在でそれぞれ

以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けている。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,833 5.64

株式会社鴻池組 大阪市中央区北久宝寺町３丁目６－１ 2,472 2.04

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 2,445 2.02

シキボウ取引先持株会 大阪市中央区備後町３丁目２－６ 2,108 1.74

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社 東京支店）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K

（東京都港区六本木６丁目10－１）
1,948 1.61

メリルリンチ日本証券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４－１ 1,917 1.58

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,765 1.46

シキボウ従業員持株会 大阪市中央区備後町３丁目２－６ 1,489 1.23

エムエルアイ イーエフジー 
ノントリーティ カストディー 
アカウント 
（常任代理人 メリルリンチ日
本証券株式会社）

20  FARRINGDON  ROAD  LONDON  ECIM3NH 
P.O.BOX 293

（東京都中央区日本橋１丁目４－１）

1,400 1.16

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 1,164 0.96

計 ――― 23,542 19.44

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行 
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 6,007 4.96

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 55 0.05

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 503 0.42

株式会社泉州銀行 大阪府岸和田市宮本町２６－１５ 150 0.12

三菱ＵＦＪアセット・マ
ネジメント(ＵＫ)

12-15  Finsbury  Circus,  London, 
EC2M 7BT United Kingdom

10 0.01

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行 
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 5,065 4.18

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 51 0.04

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 229 0.19

株式会社泉州銀行 大阪府岸和田市宮本町２６－１５ 150 0.12

三菱ＵＦＪアセット・マ
ネジメント(ＵＫ)

12-15  Finsbury  Circus,  London, 
EC2M 7BT United Kingdom

10 0.01



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が120,000株含まれている。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数120個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式777株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１

個)ある。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所(市場第一部)の相場による。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

また、執行役員についての異動もない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

33,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

120,354,000
120,354 ―

単元未満株式
普通株式

721,290
― ―

発行済株式総数 121,108,290 ― ―

総株主の議決権 ― 120,354 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
シキボウ株式会社

大阪市中央区備後町 
３丁目２－６

33,000 ― 33,000 0.03

計 ― 33,000 ― 33,000 0.03

月別
平成18年 
４月

 
５月 ６月 ７月 ８月

 
９月

最高(円) 258 237 197 196 185 240

最低(円) 230 189 168 157 171 165



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてい

る。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 6,250 4,765 4,286

   受取手形及び売掛金 ※５ 12,519 13,956 14,443

   棚卸資産 10,424 9,729 9,810

   その他 2,577 2,902 2,723

   貸倒引当金 △133 △125 △129

   流動資産合計 31,638 33.0 31,227 32.4 31,135 32.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1,4

   建物及び構築物 20,658 19,426 20,037

   機械装置及び運搬具 4,608 4,306 4,679

   土地 35,467 35,169 35,438

   その他 196 60,930 63.6 328 59,232 61.6 178 60,333 62.9

 ２ 無形固定資産 ※４ 102 0.1 107 0.1 101 0.1

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 ※４ 1,619 3,385 2,668

   その他 1,970 2,718 2,067

   投資損失引当金 △65 △65 △65

   貸倒引当金 △429 3,095 3.3 △340 5,699 5.9 △392 4,279 4.5

   固定資産合計 64,128 67.0 65,038 67.6 64,714 67.5

  資産合計 95,766 100.0 96,265 100.0 95,850 100.0



前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 ※５ 6,802 7,104 7,379

   短期借入金 ※４ 20,310 18,064 19,640

   １年以内に償還期限 
   の到来する社債

474 689 526

   賞与引当金 607 623 603

   子会社整理損失 
   引当金

─ 74 ─

   その他 ※４ 2,672 2,991 2,813

    流動負債合計 30,867 32.2 29,547 30.7 30,963 32.3

Ⅱ 固定負債

   社債 1,636 2,547 2,441

   長期借入金 ※４ 10,926 11,873 9,706

   再評価に係る 
   繰延税金負債

9,602 8,695 8,768

   退職給付引当金 2,066 2,171 2,229

   役員退職慰労引当金 32 33 28

   修繕引当金 18 55 36

   預り敷金・保証金 ※４ 13,717 12,785 12,761

   連結調整勘定 155 ─ 100

   負ののれん ─ 52 ─

   長期前受賃料 ※４ 620 577 599

   その他 460 1,534 1,605

    固定負債合計 39,236 41.0 40,325 41.9 38,277 39.9

     負債合計 70,103 73.2 69,873 72.6 69,240 72.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 482 0.5 ― ― 565 0.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 11,336 11.8 ― ― 11,336 11.8

Ⅱ 資本剰余金 998 1.1 ― ― 998 1.0

Ⅲ 利益剰余金 126 0.1 ― ― 2,942 3.1

Ⅳ 土地再評価差額金 14,175 14.8 ― ― 12,067 12.6

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

193 0.2 ― ― 237 0.3

Ⅵ 為替換算調整勘定 △1,646 △1.7 ― ― △1,531 △1.6

Ⅶ 自己株式 △2 △0.0 ― ― △5 △0.0

     資本合計 25,180 26.3 ― ― 26,044 27.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

95,766 100.0 ― ― 95,850 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ─ 11,336 11.8 ― ―

   資本剰余金 ― ─ 998 1.0 ― ―

   利益剰余金 ― ─ 2,906 3.0 ― ―

   自己株式 ― ─ △7 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 15,233 15.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 70 0.1 ― ―

   繰延ヘッジ損益 ― ― 97 0.1 ― ―

   土地再評価差額金 ― ― 11,955 12.4 ― ―

   為替換算調整勘定 ― ― △1,572 △1.6 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 10,550 11.0 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 608 0.6 ― ―

   純資産合計 ― ― 26,392 27.4 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 96,265 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 25,717 100.0 26,092 100.0 53,489 100.0

Ⅱ 売上原価 20,596 80.1 21,029 80.6 43,159 80.7

   売上総利益 5,121 19.9 5,062 19.4 10,329 19.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,643 14.2 3,702 14.2 7,279 13.6

   営業利益 1,477 5.7 1,360 5.2 3,050 5.7

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 9 13 10

   受取配当金 13 6 20

   為替差益 118 ─ 203

   技術指導料 9 9 19

   連結調整 
   勘定償却額

30 ─ 60

   負ののれん償却額 ─ 27 ─

   持分法による 
   投資利益

11 16 33

   雑収入 74 267 1.1 54 129 0.5 112 459 0.9

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 466 444 905

   退職給付引当金 
   繰入額

82 75 170

   雑支出 151 700 2.7 213 733 2.8 350 1,426 2.7

   経常利益 1,044 4.1 756 2.9 2,083 3.9

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※２ 0 5 16

   投資有価証券売却益 ― 149 153

   子会社株式売却益 305 ─ 305

   貸倒引当金戻入額 ― 37 ―

   その他 13 318 1.2 11 203 0.8 12 488 0.9

Ⅶ 特別損失

   固定資産売却損 ※３ 10 362 17

   固定資産処分損 ※４ 16 48 174

   子会社整理損失 ― 67 ―

   子会社整理損失 
   引当金繰入額

― 74 ―

   棚卸資産評価損 131 ─ 225

   減損損失 ※５ 46 ─ 46

   投資損失引当金 
   繰入額

65 ─ 65

   その他 11 281 1.1 68 623 2.4 68 597 1.1

   税金等調整前 
   中間（当期）純利益

1,082 4.2 336 1.3 1,973 3.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

111 209 231

   法人税等調整額 26 138 0.5 △67 142 0.5 △324 △93 △0.2

   少数株主利益 69 0.3 40 0.2 162 0.3

   中間(当期)純利益 874 3.4 154 0.6 1,905 3.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 998 998

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

998 998

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △775 △775

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 874 1,905

 ２ 土地再評価差額金取崩額 27 1,807

 ３ 持分法会社減少による 
   利益剰余金増加高

― 902 5 3,718

Ⅲ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

126 2,942



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 11,336 998 2,942 △5 15,271

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △302 △302

 中間純利益 154 154

 土地再評価差額金取崩額 111 111

 自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ △36 △1 △37

平成18年９月30日残高(百万円) 11,336 998 2,906 △7 15,233

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 237 ─ 12,067 △1,531 10,773 565 26,610

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △302

 中間純利益 154

 土地再評価差額金取崩額 111

 自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△166 97 △111 △41 △222 42 △179

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△166 97 △111 △41 △222 42 △217

平成18年９月30日残高(百万円) 70 97 11,955 △1,572 10,550 608 26,392



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

1,082 336 1,973

 ２ 減価償却費 1,013 993 2,065

 ３ 長期前払費用償却 34 22 47

 ４ 減損損失 46 ─ 46

 ５ 連結調整勘定償却額 △30 ─ △60

 ６ 負ののれん償却額 ─ △27 ─

 ７ 退職給付引当金の増減額 
   (△は減少)

△6 △50 115

 ８ 役員退職慰労引当金の 
   増減額(△は減少)

△3 4 △7

 ９ 修繕引当金の増減額 
   (△は減少)

18 18 36

 10 貸倒引当金の増減額 
   (△は減少)

△33 △55 △75

 11 賞与引当金の増減額 
   (△は減少)

△18 20 △23

 12 投資損失引当金の増減額 
   (△は減少)

65 ─ 65

 13 子会社整理損失引当金の 
   増減額(△は減少)

─ 74 ─

 14 受取利息及び受取配当金 △23 △20 △30

 15 支払利息 466 444 905

 16 為替差損益 △131 36 △207

 17 持分法による投資利益 △11 △16 △33

 18 固定資産売却・処分損益 27 406 175

 19 投資有価証券 
   売却・評価損益

△10 △148 △153

 20 子会社株式売却益 △305 ─ △305

 21 棚卸資産評価損 131 ─ 225

 22 売上債権の増減額 
   (△は増加)

1,539 509 △367

 23 棚卸資産の増減額 
   (△は増加)

△440 53 166

 24 仕入債務の増減額 
   (△は減少)

△992 △384 △487

 25 その他 △329 △66 △1,095

    小計 2,088 2,150 2,976

 26 利息及び配当金の受取額 23 20 62

 27 利息の支払額 △414 △422 △848

 28 法人税等の支払額 △216 △148 △251

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,481 1,600 1,939



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の 
   取得による支出

△392 △359 △879

 ２ 有形固定資産の 
   売却による収入

1 221 144

 ３ 投資有価証券の 
   取得による支出

△4 △1,018 △1,097

 ４ 投資有価証券の 
   売却による収入

11 193 265

 ５ 子会社株式の 
   売却による収入

270 ─ 270

 ６ 関係会社出資金の 
   取得による支出

△164 △662 △338

 ７ 貸付けによる支出 ― △116 ―

 ８ 貸付金の回収による収入 28 22 52

 ９ 定期預金の 
   払出による収入

248 486 856

 10 定期預金の 
   預入による支出

△183 △512 △834

 11 その他 △3 △11 △83

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△188 △1,756 △1,645

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   (△は減少)

△2,067 △2,257 △2,141

 ２ 長期借入れによる収入 4,810 5,700 6,485

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出

△2,594 △2,850 △6,103

 ４ 社債発行による収入 1,000 500 2,200

 ５ 社債償還による支出 △100 △232 △442

 ６ 自己株式の 
   取得による支出

△1 △1 △5

 ７ 配当金の支払額 ― △302 ―

 ８ 少数株主への配当金の 
   支払額

△5 △2 △5

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

1,040 552 △13

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

31 △2 78

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(△は減少)

2,365 393 358

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,531 3,899 3,531

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金 
  及び現金同等物の影響額

10 58 10

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 5,907 4,352 3,899



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社は28社であり、主要

な連結子会社名は、敷島カンバス

㈱、㈱シキボウサービス、シキボ

ウ電子㈱、㈱シキボウリビング、

シキボウリネン㈱、丸ホームテキ

スタイル㈱、㈱マーメイドアパレ

ル、㈱マーメイドニット、マーメ

イドテキスタイルインダストリー

インドネシア社及び敷紡(香港)有

限公司である。

  なお、Ｊリネンサービス㈱は新

規設立に伴い、当中間連結会計期

間より連結の範囲に含めている。

また、敷島工業織物(無錫)有限公

司は開業準備中の会社であり、合

計の総資産、売上高、中間純利益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等はいずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲に

含めていない。

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社は29社であり、主要

な連結子会社名は、敷島カンバス

㈱、㈱シキボウサービス、シキボ

ウ電子㈱、シキボウリネン㈱、丸

ホームテキスタイル㈱、㈱マーメ

イドアパレル、㈱マーメイドニッ

ト、マーメイドテキスタイルイン

ダストリーインドネシア社及び敷

紡(香港)有限公司である。

  なお、敷紡貿易（上海）有限公

司は重要性が増したため、当中間

連結会計期間より連結の範囲に含

めている。また、敷島工業織物

(無錫)有限公司は開業準備中の会

社であり、合計の総資産、売上

高、中間純利益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)

等はいずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲に含めていない。

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社は28社であり、主要

な連結子会社名は、敷島カンバス

㈱、㈱シキボウサービス、シキボ

ウ電子㈱、㈱シキボウリビング、

シキボウリネン㈱、丸ホームテキ

スタイル㈱、㈱マーメイドアパレ

ル、㈱マーメイドニット、マーメ

イドテキスタイルインダストリー

インドネシア社及び敷紡(香港)有

限公司である。

  なお、Ｊリネンサービス㈱は新

規設立に伴い、当連結会計年度よ

り連結の範囲に含めている。ま

た、敷島工業織物(無錫)有限公司

及び敷紡貿易（上海）有限公司は

開業準備中の会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純利益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等はいずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲に含めて

いない。

２ 持分法の適用に関する事項

(イ)関連会社２社(タイシキボウ社

ほか)に対する投資について持分

法を適用している。

  非連結子会社の敷島工業織物

(無錫)有限公司は、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)からみて、持分

法の対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用範囲から除

外している。

２ 持分法の適用に関する事項

(イ)関連会社１社(タイシキボウ社)

に対する投資について持分法を適

用している。

  非連結子会社の敷島工業織物

(無錫)有限公司及び関連会社であ

る常州恒明錦業染整有限公司は、

中間純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)から

みて、持分法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の適用範

囲から除外している。

２ 持分法の適用に関する事項

(イ)関連会社１社(タイシキボウ社)

に対する投資について持分法を適

用している。

  非連結子会社の敷島工業織物

(無錫)有限公司、敷紡貿易（上

海）有限公司及び関連会社である

常州恒明錦業染整有限公司は、当

期純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)からみ

て、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲から

除外している。

  また、上海柴屋服装有限公司は

出資金の譲渡に伴い持分法適用関

連会社に該当しなくなったため、

当連結会計年度より持分法適用の

範囲から除外している。

(ロ)持分法の適用にあたり発生した

投資差額については、僅少な場合

を除き、発生年度以降５年間で均

等償却を行っている。

(ロ)      同左 (ロ)      同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社28社のうち、マーメ

イドテキスタイルインダストリー

インドネシア社、マーメイドガー

メントインダストリーインドネシ

ア社及び上海敷紡服飾有限公司、

上海敷島家用紡織有限公司、上海

敷島福紡織品有限公司の中間決算

日は６月末日、また、新内外綿㈱

及び㈱ナイガイテキスタイルの中

間決算日は９月25日である。中間

連結財務諸表作成にあたっては、

同社の中間財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調

整を行っている。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  連結子会社29社のうち、マーメ

イドテキスタイルインダストリー

インドネシア社、マーメイドガー

メントインダストリーインドネシ

ア社及び上海敷紡服飾有限公司、

上海敷島家用紡織有限公司、上海

敷島福紡織品有限公司、敷紡貿易

（上海）有限公司の中間決算日は

６月末日、また、新内外綿㈱及び

㈱ナイガイテキスタイルの中間決

算日は９月25日である。中間連結

財務諸表作成にあたっては、同社

の中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を

行っている。

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項

  連結子会社28社のうち、マーメ

イドテキスタイルインダストリー

インドネシア社、マーメイドガー

メントインダストリーインドネシ

ア社及び上海敷紡服飾有限公司、

上海敷島家用紡織有限公司、上海

敷島福紡織品有限公司の決算日は

12月末日、また、新内外綿㈱及び

㈱ナイガイテキスタイルの決算日

は３月25日である。連結財務諸表

作成にあたっては、同社の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っている。

４ 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ① 有価証券

  ａ 満期保有目的債券…

     償却原価法(定額法)

４ 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ① 有価証券

  ａ 満期保有目的債券…

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価

方法

 ① 有価証券

  ａ 満期保有目的債券…

同左

  ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価

法

  ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)

     時価のないもの

同左

  ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

      決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)

     時価のないもの

同左

 ② 棚卸資産

   当社の棚卸資産の評価基準及

び評価方法は以下のとおりであ

る。

   ・製品、原材料、貯蔵品……

     総平均法に基づく低価法

   ・仕掛品……

     総平均法に基づく原価法

   ・販売用不動産……

     個別法に基づく原価法

   連結子会社については、主と

して移動平均法に基づく原価法

を採用している。

 ② 棚卸資産

   当社の棚卸資産の評価基準及

び評価方法は以下のとおりであ

る。

   ・製品、原材料、貯蔵品……

同左

   ・仕掛品……

同左

  

   

   連結子会社については、主と

して移動平均法に基づく原価法

（販売用不動産については個別

法に基づく原価法）を採用して

いる。

 ② 棚卸資産

   当社の棚卸資産の評価基準及

び評価方法は以下のとおりであ

る。

   ・製品、原材料、貯蔵品……

同左

   ・仕掛品……

同左

  

 

同左

 ③ デリバティブ

   時価法

 ③ デリバティブ

同左

 ③ デリバティブ

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採用してい

る。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(付属設備を

除く)及び賃貸用店舗について

は、定額法を採用している。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

 ① 有形固定資産

同左

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却

の方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

   定額法を採用している。

   なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。

   ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法による。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

 ③ 長期前払費用

   定額法を採用している。

   なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。

 ③ 長期前払費用

同左

 ③ 長期前払費用

同左

(ハ)重要な繰延資産の処理方法

  社債発行費は、支出時に全額費

用として処理している。

(ハ)重要な繰延資産の処理方法

同左

(ハ)重要な繰延資産の処理方法

同左

(ニ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   主として、債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

いる。

(ニ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

(ニ)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 投資損失引当金

   投資により発生の見込まれる

損失に備えるため、当該会社の

資産内容を勘案して損失見込額

を計上している。

  (追加情報)

   当中間連結会計期間において

実質価額が著しく低下したもの

の回復可能性があると判断した

投資有価証券につき、将来の予

測に不確実な要因が認められた

ため財務健全性の観点から投資

損失引当金を計上することとし

た。

 ② 投資損失引当金

   投資により発生の見込まれる

損失に備えるため、当該会社の

資産内容を勘案して損失見込額

を計上している。

 ② 投資損失引当金

   投資により発生の見込まれる

損失に備えるため、当該会社の

資産内容を勘案して損失見込額

を計上している。

  (追加情報)

   当連結会計年度において実質

価額が著しく低下したものの回

復可能性があると判断した投資

有価証券につき、将来の予測に

不確実な要因が認められたため

財務健全性の観点から投資損失

引当金を計上することとした。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ③ 賞与引当金

   主として、従業員(使用人兼

務役員の使用人分を含む)に対

して、支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額の

うち当中間連結会計期間の負担

額を計上している。

 ③ 賞与引当金

同左

 ③ 賞与引当金

   主として、従業員(使用人兼

務役員の使用人分を含む)に対

して、支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度の負担額を

計上している。

 ④     ───  ④ 子会社整理損失引当金

   子会社の整理に伴う損失に備

えるため、損失発生見込額を計

上している。

 ④     ───

 ⑤ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末に発生していると認めら

れる額を計上している。

   なお、会計基準変更時差異

は、15年による按分額を費用計

上している。

   過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主と

して10年)による定額法により

費用処理している。

   数理計算上の差異について

は、主として、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により翌連結会計年度より費用

処理することとしている。

  (追加情報)

   連結子会社のマーメイドテキ

スタイルインダストリーインド

ネシア社及びマーメイドガーメ

ントインダストリーインドネシ

ア社の退職給付債務の算定方法

は、従来、簡便法を採用してい

たが、前連結会計年度の下期よ

り原則法を採用することに変更

した。

   従って、前中間連結会計期間

は従来の方法によっており、当

中間連結会計期間と同一の方法

を採用した場合と比べ、前中間

連結会計期間の営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益はそれぞれ60百万円多く計上

されている。また、セグメント

情報に与える影響は「セグメン

ト情報」に記載している。

 ⑤ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末に発生していると認めら

れる額を計上している。

   なお、会計基準変更時差異

は、15年による按分額を費用計

上している。

   過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主と

して10年)による定額法により

費用処理している。

   数理計算上の差異について

は、主として、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により翌連結会計年度より費用

処理することとしている。

 ⑤ 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。

   会計基準変更時差異は、15年

による按分額を費用計上してい

る。

   過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主と

して10年)による定額法により

費用処理している。

   数理計算上の差異について

は、主として、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により翌連結会計年度より費用

処理することとしている。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ⑥ 役員退職慰労引当金

   国内連結子会社の一部につい

ては、役員の退任により支払う

退職慰労金に充てるため、内規

に基づく当中間連結会計期間末

要支給見込額を計上している。

 ⑥ 役員退職慰労引当金

同左

 ⑥ 役員退職慰労引当金

   国内連結子会社の一部につい

ては、役員の退任により支払う

退職慰労金に充てるため、内規

に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上している。

 ⑦ 修繕引当金

   長期賃貸契約を締結している

大規模商業施設における将来の

定期的な修繕に要する支出に備

えるため、当中間連結会計期間

に負担すべき金額を計上してい

る。

  (追加情報)

   当中間連結会計期間において

長期賃貸契約を締結している大

規模商業施設についての大規模

修繕の実施時期及び金額の合理

的な見積もりが可能となったこ

とにより、当中間連結会計期間

から当中間連結会計期間に負担

すべき金額を引当計上すること

とした。

 ⑦ 修繕引当金

   長期賃貸契約を締結している

大規模商業施設等における将来

の定期的な修繕に要する支出に

備えるため、当中間連結会計期

間に負担すべき金額を計上して

いる。

 ⑦ 修繕引当金

   長期賃貸契約を締結している

大規模商業施設等における将来

の定期的な修繕に要する支出に

備えるため、当連結会計年度に

負担すべき金額を計上してい

る。

  (追加情報)

   当連結会計年度において長期

賃貸契約を締結している大規模

商業施設等についての大規模修

繕の実施時期及び金額の合理的

な見積もりが可能となったこと

により、当連結会計年度から当

連結会計年度に負担すべき金額

を引当計上することとした。

(ホ)重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が、借主に

移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってい

る。

(ホ)重要なリース取引の処理方法

同左

(ホ)重要なリース取引の処理方法

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用してい

る。なお、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行ってい

る。また、金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たして

いる場合は、特例処理を採用し

ている。

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

金利スワップ借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   為替レート変動によるリスク

及び有利子負債の金利変動に対

するリスクをヘッジする目的で

行っている。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ手段とヘッジ対象につ

いて、それぞれの既に経過した

期間におけるキャッシュ・フロ

ー累計額を比較して有効性の判

定を行っている。

   ただし、為替予約について

は、すべて将来の購入予定に基

づいており、外貨建予定取引の

実行可能性が極めて高いため、

有効性の判定を省略している。

また、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性

の判定を省略している。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(ト)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(ト)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項

(ト)その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。

  消費税等の会計処理

同左

  消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっている。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適用

している。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が46百万円、中間純利益が27百万

円減少しているが、利益剰余金中間

期末残高に与える影響はない。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除している。

─── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用し

ている。 

 これにより税金等調整前当期純利

益が46百万円、当期純利益が27百万

円減少しているが、利益剰余金期末

残高に与える影響はない。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

している。

─── (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用している。従来の資本

の部の合計に相当する金額は25,686

百万円である。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

───



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

─── (中間連結貸借対照表関係) 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から、「負の

のれん」と表示している。

(中間連結損益計算書関係) 

 特別利益の「投資有価証券売却益」は、その金額が特

別利益の100分の10以下となったため、特別利益の「そ

の他」に含めて表示することに変更した。 

 なお、当中間連結会計期間の金額は10百万円である。 

 特別利益の「貸倒引当金戻入額」は、その金額が特別

利益の100分の10以下となったため、特別利益の「その

他」に含めて表示することに変更した。 

 なお、当中間連結会計期間の金額は３百万円である。

(中間連結損益計算書関係) 

 営業外収益の「為替差益」は、為替差額の合計額が為

替差損に転じ、営業外費用の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「雑支出」に含めて表示することに変

更した。 

 なお、当中間連結会計期間の金額は43百万円である。 

 特別利益の「投資有価証券売却益」は、その金額が特

別利益の100分の10を超えたため区分掲記することにし

た。 

 なお、前中間連結会計期間は特別利益の「その他」に

10百万円含まれている。 

 特別利益の「貸倒引当金戻入額」は、その金額が特別

利益の100分の10を超えたため区分掲記することにし

た。 

 なお、前中間連結会計期間は特別利益の「その他」に

3百万円含まれている。 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」と掲記されていたものは、当中間連結会計期間か

ら、「負ののれん償却額」と表示している。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「長期前払費用

償却」は、期末との整合性をとるため区分掲記すること

とした。 

 なお、前中間連結会計期間は、営業活動によるキャッ

シュ・フローの「減価償却費」に22百万円含まれてい

る。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」と表示している。



次へ 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

54,086百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

51,901百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

54,632百万円

 ２ 偶発債務

   金融機関等からの借入金に対

する債務保証等は次のとおりで

ある。

従業員住宅資金 0百万円

 ２ 偶発債務

   金融機関等からの借入金に対

する債務保証等は次のとおりで

ある。

従業員住宅資金 0百万円

 ２ 偶発債務

   金融機関等からの借入金に対

する債務保証等は次のとおりで

ある。

従業員住宅資金 0百万円

 ３ 受取手形割引高

826百万円

 ３ 受取手形割引高

524百万円

 ３ 受取手形割引高

568百万円

 

 

※４ 担保資産

   当社及び連結子会社７社は、

金融機関等からの借入金に対し

担保提供を行っている。

   (担保提供資産) (帳簿価額)

土地 30,846百万円

建物等 21,187

無形固定資産 17

投資有価証券 218

計 52,269

うち工場財団 (13,823)

   (対応債務)

短期借入金 
及び 
長期借入金

15,985百万円

預り敷金 
・保証金

15,048

(返済１年以内のものを含む)

計 31,034

   なお、「預り敷金・保証金」

は、上記金額であるが、金融商

品会計適用により、一部保証金

については、「長期前受賃料」

として認識しているため、中間

連結貸借対照表上の金額と一致

していない。

 

 

※４ 担保資産

   当社及び連結子会社７社は、

金融機関等からの借入金に対し

担保提供を行っている。

   (担保提供資産) (帳簿価額)

土地 30,196百万円

建物等 20,280

無形固定資産 17

計 50,494

うち工場財団 (12,113)

   (対応債務)

短期借入金
及び 
長期借入金

17,427百万円

預り敷金
・保証金

14,037

(返済１年以内のものを含む)

計 31,464

   なお、「預り敷金・保証金」

は、上記金額であるが、金融商

品会計適用により、一部保証金

については、「長期前受賃料」

として認識しているため、中間

連結貸借対照表上の金額と一致

していない。

 

 

※４ 担保資産

   当社及び連結子会社７社は、

金融機関等からの借入金に対し

担保提供を行っている。

   (担保提供資産) (帳簿価額)

土地 30,715百万円

建物等 20,889

無形固定資産 18

計 51,623

うち工場財団 (12,262)

   (対応債務)

短期借入金 
及び 
長期借入金

15,309百万円

預り敷金
・保証金

14,058

(返済１年以内のものを含む)

計 29,367

   なお、「預り敷金・保証金」

は、上記金額であるが、金融商

品会計適用により、一部保証金

については、長期前受賃料とし

て認識しているため、連結貸借

対照表上の金額と一致していな

い。

※５     ─── ※５ 中間連結会計期間末日満期手

形

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

いる。なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれている。

受取手形 262百万円

支払手形 33

※５     ─── 



次へ 

(中間連結損益計算書関係) 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りである。
従業員給与・賞与 1,334百万円
保管運送料 262
賞与引当金繰入額 191

退職給付引当金 
繰入額

204

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りである。
従業員給与・賞与 1,330百万円
保管運送料 263
賞与引当金繰入額 200

退職給付引当金
繰入額

220

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りである。
従業員給与・賞与 2,803百万円
保管運送料 465
賞与引当金繰入額 199

退職給付引当金 
繰入額

389

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりである。
その他 0百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりである。
機械装置及び運搬具 5百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりである。
建物及び構築物 15百万円
機械装置及び運搬具 1
その他 0

計 16

 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の
とおりである。
機械装置及び運搬具 10百万円

 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の
とおりである。
土地 195百万円
建物及び構築物 164
機械装置及び運搬具 3
その他 0

計 362
 

※３ 固定資産売却損の内訳は次の
とおりである。
土地 2百万円
建物及び構築物 3
機械装置及び運搬具 12
その他 0

計 17

※４ 固定資産処分損の内訳は次の
とおりである。
建物及び構築物 4百万円
機械装置及び運搬具 11
その他 0

計 16

※４ 固定資産処分損の内訳は次の
とおりである。
建物及び構築物 10百万円
機械装置及び運搬具 32
その他 5

計 48

※４ 固定資産処分損の内訳は次の
とおりである。
建物及び構築物 125百万円
機械装置及び運搬具 40
その他 8

計 174

 

※５ 当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資産
グループについて減損損失を計
上している。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

遊休資産
富山市 
八尾町

土地 46

建物及び 
構築物

―

合計 46

当社グループは減損損失の算
定に当たり、他の資産または資
産グループのキャッシュ・フロ
ーを生み出す最小の単位に基づ
き、また、遊休資産については
個別物件単位でグルーピングを
行っている。
このうち、将来の用途が定ま
っておらず、帳簿価額に対して
時価が下落している遊休資産に
ついて、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減
損損失(46百万円)として特別損
失に計上している。
なお、上記資産グループの回
収可能価額は、正味売却価額に
より測定しており、不動産鑑定
評価額に基づく評価額から処分
費用見込額を差引いて算定して
いる。

※５     ───

 

※５ 当連結会計年度において、当
社グループは以下の資産グルー
プについて減損損失を計上して
いる。

用途 場所 種類
減損損失 
(百万円)

遊休資産
富山市
八尾町

土地 46

建物及び 
構築物

―

合計 46

当社グループは減損損失の算
定に当たり、他の資産又は資産
グループのキャッシュ・フロー
から概ね独立したキャッシュ・
フローを生み出す最小の単位に
基づき、また、遊休資産につい
ては個別物件単位でグルーピン
グを行っている。
このうち、将来の用途が定ま
っておらず、帳簿価額に対して
時価が下落している遊休資産に
ついて、帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減
損損失(46百万円)として特別損
失に計上している。
なお、上記資産グループの回
収可能価額は、正味売却価額に
より算定し、不動産鑑定評価額
に基づく評価額から処分費用見
込額を差引いて算定している。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加7千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項なし。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項なし。 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類
前連結会計年度末 

(千株)
増加(千株) 減少(千株)

当中間連結会計期間末
(千株)

普通株式 121,108 ─ ─ 121,108

株式の種類
前連結会計年度末 

(千株)
増加(千株) 減少(千株)

当中間連結会計期間末
(千株)

普通株式(注) 26 7 ─ 33

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 302 2.50 平成18年３月31日 平成18年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,250百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△343

現金及び現金同等物 5,907
 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,765百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△412

現金及び現金同等物 4,352

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,286百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△386

現金及び現金同等物 3,899



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

919 331 587

工具器具
及び備品

128 58 69

その他 
( 無 形 固
定資産)

61 25 35

合計 1,109 416 693

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

1,224 450 773

工具器具
及び備品

190 77 112

その他 
( 無 形 固
定資産)

52 19 32

合計 1,467 548 919

同左
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

1,067 408 659

工具器具
及び備品

136 60 75

その他 
( 無 形 固
定資産)

61 38 22

合計 1,265 507 757

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額等

   未経過リース料中間期末残高

相当額         百万円

１年以内 188

１年超 504

合計 693

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額等

   未経過リース料中間期末残高

相当額         百万円

１年以内 240

１年超 678

合計 919

同左
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額等

   未経過リース料期末残高相当

額           百万円

１年以内 195

１年超 561

合計 757

なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

いる。

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失    百万円

支払リース料 96

減価償却費 
相当額

96

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失    百万円

支払リース料 148

減価償却費
相当額

148

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失    百万円

支払リース料 201

減価償却費
相当額

201

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はない。

(減損損失について) 

       同左

(減損損失について) 

       同左



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

 
  

区分
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

(1) 満期保有目的の債券

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

時価

(百万円)

差額

(百万円)

① 国債・地方債等 10 10 0 2,007 2,005 △1 1,008 1,002 △6

② 社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 10 10 0 2,007 2,005 △1 1,008 1,002 △6

(2) その他有価証券
取得原価

(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

取得原価

(百万円)

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額

(百万円)

① 株式 571 938 367 534 670 135 553 976 423

② 債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 571 938 367 534 670 135 553 976 423

区分
前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

① 非上場株式 423 395 423

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 423 395 423



前へ 

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

当社グループが利用しているデリバティブ取引はすべて、ヘッジ会計が適用されているもの、ま

たは「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引

に該当するため、記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
   (注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債

権債務等に振り当てたデリバティブ取引は、記載を省略している。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

当社グループが利用しているデリバティブ取引はすべて、ヘッジ会計が適用されているもの、ま

たは「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引

に該当するため、記載を省略している。 

  

  

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

金利
金利キャップ取引 3,000

(キャップ料) (28) 11 (17)



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 繊維事業…………糸、布、ニット、二次製品、製紙用ドライヤーカンバス、フィルタークロス 

(2) 不動産事業………販売用不動産の売買、不動産賃貸 

(3) 電子機器事業……プリント配線基板等 

(4) その他の事業……ゴルフ場の経営、石材加工機械、石油製品、化成品、複合材料、陶器、リネンサプライ

等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は210百万円で、その主なものは親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用の一部と研究開発の費用である。 

４ 追加情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４に記載のとおり、前連結会計年度より、連結

子会社のマーメイドテキスタイルインダストリーインドネシア社及びマーメイドガーメントインダストリ

ーインドネシア社において、退職給付債務の算定方法を簡便法から原則法に変更した。従って、前中間連

結会計期間は従来の方法によっており、変更後の方法を採用した場合と比較して、繊維事業の営業利益は

60百万円多く計上されている。 

なお、繊維事業以外の事業についてはセグメント情報に与える影響はない。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

繊維事業 
 

(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
 

(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
 

(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 19,858 1,314 1,515 3,028 25,717 ― 25,717

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

8 65 ─ 210 283 (283) ―

計 19,866 1,379 1,515 3,238 26,000 (283) 25,717

   営業費用 19,189 697 1,465 2,973 24,325 (86) 24,239

   営業利益 677 682 50 265 1,675 (197) 1,477



 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 繊維事業…………糸、布、ニット、二次製品、製紙用ドライヤーカンバス、フィルタークロス 

(2) 機能材事業………プリント配線基板、化成品、複合材料等 

(3) 不動産事業………販売用不動産の売買、不動産賃貸 

(4) その他の事業……ゴルフ場の経営、石油製品、陶器、リネンサプライ等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は243百万円で、その主なものは親会社本

社の総務部門等管理部門に係る費用の一部である。 

４ 事業区分の方法の変更 

従来、事業区分を「繊維」、「不動産」、「電子機器」、「その他」の４区分としていたが、当社グルー

プは当年４月よりスタートさせた「０６－０８中期経営計画」において、安定収益を確保するとともに、産

業材、不動産・サービス分野を強化し事業構造の改革を図ることにより、収益の拡大を目指すこととしたの

を契機に、当社グループの事業領域とセグメント情報の整合性を図るため、当中間連結会計期間より事業区

分を「繊維」、「機能材」、「不動産」、「その他」の４区分に変更した。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた

事業区分の方法により区分すると次のようになる。 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

繊維事業 
(百万円)

機能材
事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 20,065 2,988 1,326 1,712 26,092 ─ 26,092

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

6 ─ 64 188 258 (258) ─

計 20,072 2,988 1,390 1,900 26,351 (258) 26,092

   営業費用 19,547 2,802 691 1,728 24,769 (37) 24,732

   営業利益 524 185 698 172 1,581 (221) 1,360



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

繊維事業 
(百万円)

機能材
事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 19,858 2,934 1,314 1,609 25,717 ― 25,717

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

8 ― 65 210 283 (283) ―

計 19,866 2,934 1,379 1,819 26,000 (283) 25,717

   営業費用 19,189 2,730 697 1,707 24,325 (85) 24,239

   営業利益 677 204 682 111 1,675 (197) 1,477

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

繊維事業 
(百万円)

機能材
事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 41,693 5,912 2,633 3,250 53,489 ― 53,489

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

17 ― 129 425 572 (572) ―

計 41,710 5,912 2,762 3,675 54,061 (572) 53,489

   営業費用 40,254 5,537 1,386 3,459 50,637 (198) 50,438

   営業利益 1,456 375 1,376 216 3,424 (373) 3,050



 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

 (1) 繊維事業…………糸、布、ニット、二次製品、製紙用ドライヤーカンバス、フィルタークロス 

 (2) 不動産事業………販売用不動産の売買、不動産賃貸 

 (3) 電子機器事業……プリント配線基板等 

 (4) その他の事業……ゴルフ場の経営、石材加工機械、石油製品、化成品、複合材料、陶器、リネンサプライ

等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用の一部と研究開発の費用である。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

繊維事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

電子機器
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

   売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 41,693 2,633 3,066 6,096 53,489 ― 53,489

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

17 129 ─ 426 572 (572) ―

計 41,710 2,762 3,066 6,522 54,062 (572) 53,489

   営業費用 40,254 1,386 2,978 6,018 50,638 (199) 50,438

   営業利益 1,456 1,376 88 503 3,423 (373) 3,050

 当連結会計年度 401百万円



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略している。 

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略している。 

  



【海外売上高】 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア………インドネシア・中国 

(2) その他の地域……アメリカ・サウジアラビア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア………インドネシア・中国 

(2) その他の地域……アメリカ・サウジアラビア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア………インドネシア・中国 

(2) その他の地域……アメリカ・サウジアラビア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

東南アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,715 165 1,880

Ⅱ 連結売上高(百万円) 25,717

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.7 0.6 7.3

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

東南アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,796 244 2,040

Ⅱ 連結売上高(百万円) 26,092

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

6.9 0.9 7.8

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

東南アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,097 381 4,478

Ⅱ 連結売上高(百万円) 53,489

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

7.7 0.7 8.4



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 207円94銭 １株当たり純資産額 212円96銭 １株当たり純資産額 215円10銭

１株当たり中間純利益 7円22銭 １株当たり中間純利益 1円28銭 １株当たり当期純利益 15円73銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載をしていない。

算定上の基礎

中間連結損益計算書上の中間純利益

874百万円

普通株式に係る中間純利益

874百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

121,099,584株

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載をしていない。

算定上の基礎

中間連結損益計算書上の中間純利益

154百万円

普通株式に係る中間純利益

154百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

121,078,524株

 (追加情報) 

 「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成18年１月

31日付で改正されたことに伴い、当

中間連結会計期間から繰延ヘッジ損

益（税効果調整後）の金額を普通株

式に係る当中間連結会計期間末の純

資産額に含めている。 

 なお、前連結会計年度末において

採用していた方法により算定した当

中間連結会計期間末の１株当たり純

資産額は、212円15銭である。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載をしていない。

算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益

1,905百万円

普通株式に係る当期純利益

1,905百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

121,092,887株



(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 当社は、平成17年11月11日開催の

取締役会において、染色加工部門、

織布部門、ニット部門、シルケット

部門の製造を株式会社シキボウ江南

(当社 100％出資)に承継することを

決議した。その概要は次のとおりで

ある。

 (1) 分割の目的

   当社は、染色加工部門、織布

部門、ニット部門、シルケット

部門の顧客ニーズのスピーディ

ーな対応並びに、より事業の効

率経営を追求し、４部門の再構

築・経営合理化に資するために

４部門の経営資源を会社分割の

方法によって一体化するもので

ある。この再編により４部門の

責任と権限のより明確化、事業

損益の徹底を図る事を目的とす

る。

 (2) 分割する事業部門の内容

  ① 染色加工部門、織布部門、

ニット部門、シルケット部門

の内容

    上記４部門の製造

  ② 平成17年３月期における経

営成績

    当社は、上記部門毎の損益

は算出していない。

  ③ 譲渡資産、負債の項目及び

金額(平成17年９月30日現在)

承継資産 承継負債

土地 2,961百万円
繰延税金 
負債

1,160百万円

建物・機械 
設備等

967百万円 ― ―

(承継資産 
合計)

3,928百万円
(承継負債 
合計)

1,160百万円

 (3) 分割契約の内容

  ① 分割の形態

    当社を分割会社とし、既存

の株式会社シキボウ江南を承

継会社とする簡易吸収分割

(分社型分割)により行う。

  ② 日程

    分割契約書承認取締役会

平成17年11月11日

    分割契約書の調印

平成17年11月11日

    分割期日

平成18年１月１日(予定)

─── 固定資産の譲渡

 当社は、平成18年６月14日開催の

取締役会において、当社が高知県高

岡郡日高村に保有する土地・建物等

について譲渡することを決議した。

 (1) 譲渡の理由

   当該固定資産については、連

結子会社である㈱シキボウ高知

が使用していたが、同社の解散

に伴い不要となったため、譲渡

することとした。

 (2) 譲渡資産の内容

   所在地：高知県高岡郡日高村

   面積：土地10,982.13㎡

   帳簿価額：482百万円（土地

269百万円、建物137百万円、

機械装置70百万円、備品等６

百万円）

   譲渡価額：120百万円

   現況：㈱シキボウ高知本社

 (3) 譲渡先の概要

   商号：都築紡績㈱

   本店所在地：愛知県名古屋市

中区

   当社との関係：なし

 (4) 譲渡の日程（予定）

   平成18年７月１日 

譲渡契約締結

   平成18年７月１日 

物件引渡し

 (5) 損益に与える影響

   当該資産の譲渡に関連して発

生が見込まれる損失額は362百

万円であり、特別損失として翌

連結会計年度に計上する予定で

ある。なお、再評価に係る繰延

税金負債の取崩により法人税等

調整額(貸方)73百万円が発生す

る予定である。



 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

  ③ 株式の割当

    承継会社である株式会社シ

キボウ江南が当分割により発

行する株式は、全て当社に割

当てられる。

 (4) 承継会社の概要及び業績(平

成17年３月期)

商号 株式会社シキボウ江南

事業内容 染色加工布、織布、ニット

生地、シルケット糸の製造

販売

総資産額 627百万円

純資産額 162百万円

売上高 2,348百万円

経常損益 △16百万円

当期純利益 △17百万円

従業員数 218人



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

  現金及び預金 3,874 2,302 2,234

  受取手形 ※５ 2,044 1,907 2,092

  売掛金 5,593 6,764 6,887

  棚卸資産 6,961 6,412 6,532

  その他 2,513 3,794 4,758

  貸倒引当金 △31 △35 △41

   流動資産合計 20,955 24.5 21,147 25.0 22,465 27.0

Ⅱ 固定資産

  有形固定資産 ※1,2

   建物 16,908 15,492 15,968

   機械装置 1,905 1,487 1,724

   土地 28,752 25,518 25,787

   その他 865 795 693

    有形固定資産計 48,432 56.7 43,293 51.2 44,173 53.0

  無形固定資産 26 0.0 27 0.0 27 0.0

  投資その他の資産

   投資有価証券 675 2,553 1,741

   関係会社株式 10,394 15,520 13,222

   長期貸付金 5,401 3,183 3,474

   破産更生債権等 2 1 0

   その他 1,503 2,553 1,627

   投資損失引当金 △1,506 △3,049 △2,802

   貸倒引当金 △456 △673 △640

    投資その他の 
    資産計

16,015 18.8 20,089 23.8 16,622 20.0

    固定資産合計 64,474 75.5 63,411 75.0 60,823 73.0

   資産合計 85,429 100.0 84,558 100.0 83,288 100.0



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  支払手形 ※５ 2,240 2,239 2,280

  買掛金 2,266 2,335 2,580

  短期借入金 ※２ 14,414 13,547 13,919

  1年以内に償還期限の 
  到来する社債

264 689 526

  未払法人税等 41 36 44

  賞与引当金 402 431 407

  子会社整理損失引当金 ― 74 ―

  その他 ※2,3 2,574 2,243 2,824

    流動負債合計 22,202 26.0 21,596 25.6 22,583 27.1

Ⅱ 固定負債

  社債 1,636 2,347 2,241

  長期借入金 ※２ 9,094 10,609 8,092

  繰延税金負債 63 15 64

  再評価に係る 
  繰延税金負債

8,655 7,748 7,821

  退職給付引当金 1,491 1,578 1,633

  修繕引当金 18 54 36

  預り敷金・保証金 ※２ 13,691 12,760 12,731

  長期前受賃料 ※２ 620 577 599

  その他 301 269 285

    固定負債合計 35,573 41.6 35,959 42.5 33,505 40.2

   負債合計 57,775 67.6 57,556 68.1 56,089 67.3

(資本の部)

Ⅰ 資本金 11,336 13.3 ― ― 11,336 13.6

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 977 ― 977

 ２ その他資本剰余金 20 ― 20

   資本剰余金合計 998 1.2 ― ― 998 1.2

Ⅲ 利益剰余金

   中間(当期) 
   未処分利益

1,966 ― 3,621

   利益剰余金合計 1,966 2.3 ― ― 3,621 4.4

Ⅳ 土地再評価差額金 13,257 15.5 ― ― 11,148 13.4

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

97 0.1 ― ― 98 0.1

Ⅵ 自己株式 △2 △0.0 ― ― △4 △0.0

   資本合計 27,653 32.4 ― ― 27,199 32.7

   負債及び資本合計 85,429 100.0 ― ― 83,288 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 11,336 13.4 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 977 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 20 ―

   資本剰余金合計 ― ― 998 1.2 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 50 ―

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 3,494 ―

   利益剰余金合計 ― ― 3,544 4.2 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △6 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 15,872 18.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △4 △0.0 ― ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 97 0.1 ― ―

 ３ 土地再評価差額金 ― ― 11,036 13.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 11,129 13.1 ― ―

   純資産合計 ― ― 27,001 31.9 ― ―

   負債及び純資産合計 ― ― 84,558 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 15,736 100.0 16,083 100.0 32,922 100.0

Ⅱ 売上原価 12,739 81.0 12,955 80.6 26,656 81.0

   売上総利益 2,997 19.0 3,128 19.4 6,265 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,748 11.1 1,827 11.3 3,463 10.5

   営業利益 1,248 7.9 1,300 8.1 2,801 8.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 516 3.3 238 1.5 956 2.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 820 5.2 692 4.3 1,535 4.6

   経常利益 945 6.0 846 5.3 2,222 6.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 181 1.2 75 0.4 250 0.8

Ⅶ 特別損失 ※4,6 328 2.1 871 5.4 2,092 6.4

   税引前中間（当期） 
   純利益

798 5.1 50 0.3 380 1.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

10 10 20

   法人税等調整額 △18 △8 △0.0 △73 △62 △0.4 △322 △301 △0.9

   中間(当期)純利益 806 5.1 113 0.7 682 2.1

   前期繰越利益 1,131 ― 1,131

   土地再評価差額金 
   取崩額

27 ― 1,807

   中間(当期)未処分 
   利益

1,966 ― 3,621



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 11,336 977 20 998

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）

 利益準備金の積立（注）

 中間純利益

 土地再評価差額金取崩

  自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 11,336 977 20 998

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) ― 3,621 3,621 △4 15,951

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △302 △302 △302

 利益準備金の積立（注） 50 △50 ― ―

 中間純利益 113 113 113

 土地再評価差額金取崩 111 111 111

自己株式の取得 △1 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

50 △127 △77 △1 △79

平成18年９月30日残高(百万円) 50 3,494 3,544 △6 15,872

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 98 ― 11,148 11,247 27,199

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △302

 利益準備金の積立（注） ―

 中間純利益 113

 土地再評価差額金取崩 111

自己株式の取得 △1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△103 97 △111 △118 △118

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△103 97 △111 △118 △197

平成18年９月30日残高(百万円) △4 97 11,036 11,129 27,001



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券 

 ① 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②      ―――  ② 満期保有目的債券

   …償却原価法（定額法）

 ② 満期保有目的債券

   …償却原価法（定額法）

 ③ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に基づく時

価法

   (評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

 ③ その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に基づく時

価法

   (評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

  時価のないもの

同左

 ③ その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時価法

   (評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

  時価のないもの

同左

(2) 棚卸資産

 ① 製品・原材料・貯蔵品については総

平均法に基づく低価法を、仕掛品に

ついては総平均法に基づく原価法を

採用している。

(2) 棚卸資産

 ①       同左

(2) 棚卸資産

 ①       同左

 ② 販売用不動産については個別法に基

づく原価法を採用している。

 ②     ―――  ②      ―――

(3) デリバティブ 

  時価法

(3) デリバティブ

同左

(3) デリバティブ

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用している。ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物(付属

設備は除く)及び賃貸用店舗については

定額法を採用している。

  なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用している。

  なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってい

る。

  ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法による。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法を採用している。

  なお、償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によってい

る。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 繰延資産の処理方法

  社債発行費は、支出時に全額費用とし

て処理している。

３ 繰延資産の処理方法

        同左

３ 繰延資産の処理方法

        同左

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

４ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金

  子会社等に対する投資により発生の見

込まれる損失に備えるため、子会社等の

資産内容を勘案して損失見込額を計上し

ている。

(2) 投資損失引当金

同左

(2) 投資損失引当金

同左

  



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 賞与引当金

  従業員(使用人兼務役員の使用人分を

含む)に対して支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を計上している。

(3) 賞与引当金

同左

(3) 賞与引当金

  従業員(使用人兼務役員の使用人分を

含む)に対して支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上している。

(4)      ――― (4) 子会社整理損失引当金

  子会社の整理に伴う損失に備えるた

め、損失発生見込額を計上している。

(4)      ―――

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間末に発生して

いると認められる額を計上している。

  なお、会計基準変更時差異は、15年に

よる按分額を費用処理している。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理して

いる。

  数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により翌期から費

用処理することとしている。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上している。

  なお、会計基準変更時差異は、15年に

よる按分額を費用処理している。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理して

いる。

  数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により翌期から費

用処理することとしている。

(6) 修繕引当金

  長期賃貸契約を締結している大規模商

業施設における将来の定期的な修繕に要

する支出に備えるため、当中間会計期間

に負担すべき金額を計上している。

 (追加情報)

  当中間会計期間において長期賃貸契約

を締結している大規模商業施設について

の大規模修繕の実施時期及び金額の合理

的な見積もりが可能となったことによ

り、当中間会計期間から当中間会計期間

に負担すべき金額を引当計上することと

した。

(6) 修繕引当金

  長期賃貸契約を締結している大規模商

業施設における将来の定期的な修繕に要

する支出に備えるため、当中間会計期間

に負担すべき金額を計上している。

(6) 修繕引当金

  長期賃貸契約を締結している大規模商

業施設における将来の定期的な修繕に要

する支出に備えるため、当期に負担すべ

き金額を計上している。

 (追加情報)

  当期において長期賃貸契約を締結して

いる大規模商業施設についての大規模修

繕の実施時期及び金額の合理的な見積も

りが可能となったことにより、当期から

当期に負担すべき金額を引当計上するこ

ととした。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への

換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への

換算基準

同左

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への

換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。

６ リース取引の処理方法

同左

６ リース取引の処理方法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用している。

  なお、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等については、振当処理を

行っている。

  また、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合は、特例処

理を採用している。

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

７ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

金利スワップ 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  為替レート変動によるリスク及び有利

子負債の金利変動に対するリスクをヘッ

ジする目的で行っている。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

  ヘッジ手段とヘッジ対象について、そ

れぞれの既に経過した期間におけるキャ

ッシュ・フロー累計額を比較して有効性

の判定を行っている。

  ただし、為替予約については、すべて

将来の購入予定に基づいており、外貨建

予定取引の実行可能性が極めて高いた

め、有効性の判定を省略している。ま

た、特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の判定を省略してい

る。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

８ その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

８ その他財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項

 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用している。 

 これにより税引前中間純利益が46

百万円、中間純利益が27百万円減少

しているが、中間未処分利益に与え

る影響はない。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除している。

      ――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用して

いる。 

 これにより税引前当期純利益が46

百万円、当期純利益が27百万円減少

しているが、当期未処分利益に与え

る影響はない。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ている。

      ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用している。従来の資本の

部の合計に相当する金額は26,904百

万円である。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

      ―――



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

38,108百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

29,126百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

31,749百万円

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   当社は、金融機関等からの借入金に

対し担保提供を行っている。

   (担保提供資産) (帳簿価額)

土地 28,299百万円

建物等 18,465

計 46,765

うち工場財団 (11,817)

   (対応債務)

長期借入金 12,372百万円

(返済１年以内のものを含む)

預り敷金・保証金 15,048

(返済１年以内のものを含む)

計 27,420

関係会社の金融機
関からの借入

〔181〕

計 27,601

 なお、「預り敷金・保証金」は、上記金

額であるが、金融商品会計適用により、一

部保証金については、「長期前受賃料」と

して認識しているため、中間貸借対照表上

の金額と一致していない。

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   当社は、金融機関等からの借入金に

対し担保提供を行っている。

   (担保提供資産) (帳簿価額)

土地 24,660百万円

建物等 16,548

計 41,208

うち工場財団 (6,503)

   (対応債務)

長期借入金 13,945百万円

(返済１年以内のものを含む)

預り敷金・保証金 14,037

(返済１年以内のものを含む)

計 27,983

 なお、「預り敷金・保証金」は、上記金

額であるが、金融商品会計適用により、一

部保証金については、「長期前受賃料」と

して認識しているため、中間貸借対照表上

の金額と一致していない。

 

 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

   当社は、金融機関等からの借入金に

対し担保提供を行っている。

   (担保提供資産) (帳簿価額)

土地 25,179百万円

建物等 17,168

計 42,347

うち工場財団 (6,664)

うち関係会社の 
借入に対する担 
保提供資産

(465)

   (対応債務)

長期借入金 11,436百万円

(返済１年以内のものを含む)

預り敷金・保証金 14,058

(返済１年以内のものを含む)

計 25,494

関係会社の金融機
関からの借入

〔187〕

計 25,682

 なお、「預り敷金・保証金」は、上記金

額であるが、金融商品会計適用により、一

部保証金については、長期前受賃料として

認識しているため、貸借対照表上の金額と

一致していない。

※３ 消費税等の表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて表

示している。

※３ 消費税等の表示 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含めて表

示している。

※３      ―――

 

 ４ 偶発債務

 下記の会社及び従業員の借入金並びに営

業取引に対し債務保証を行っている。

百万円

㈱マーメイドスポーツ 838

敷島カンバス㈱ 220

㈱マーメイドニット 417

その他３社 266

 (うち1,800千元)

従業員住宅資金 0

合計 1,743

デリバティブ取引債務保証

 デリバティブ契約額 100

 デリバティブ評価損益 △0

※５     ―――

 

 ４ 偶発債務

 下記の会社及び従業員の借入金並びに営

業取引に対し債務保証を行っている。

百万円

㈱マーメイドスポーツ 651

㈱マーメイドニット 367

その他４社 247

 (うち2,950千元、582千ＵＳ＄)

従業員住宅資金 0

合計 1,266

デリバティブ取引債務保証

 デリバティブ契約額 66

 デリバティブ評価損益 △0

※５ 中間期末日満期手形

 中間期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理している。なお、

当中間会計期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期手形が中

間期末残高に含まれている。

百万円

  受取手形       176

  支払手形 20

 

 ４ 偶発債務

 下記の会社及び従業員の金融機関からの

借入金並びに営業取引に対し債務保証を行

っている。

百万円

㈱マーメイドスポーツ 849

㈱マーメイドニット 466

その他３社 195

 (うち500千元)

従業員住宅資金 0

合計 1,512

デリバティブ取引債務保証

 デリバティブ契約額 83

 デリバティブ評価損益 △0

※５     ―――



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
※１ 営業外収益の主要項目 百万円

賃貸料 163

受取利息 59

受取配当金 88

為替差益 124

 

 

※１ 営業外収益の主要項目 百万円

賃貸料 38

受取利息 55

受取配当金 79

 
※１ 営業外収益の主要項目 百万円

賃貸料 238

受取利息 118

受取配当金 239

為替差益 220

 

 
 
 

 

※２ 営業外費用の主要項目 百万円

支払利息 388

貸与資産費用 159

出向者人件費 92

※３ 特別利益の主要項目 百万円

子会社株式売却益 173

※４     ―――

 

 

 

 
 

※２ 営業外費用の主要項目 百万円

支払利息 359

出向者人件費 90

※３ 特別利益の主要項目 百万円

投資有価証券売却益 56

貸倒引当金戻入 14

※４ 特別損失の主要項目 百万円

固定資産処分損 393

 建物 171

 機械装置 25

 土地 195

 その他 1

投資損失引当金繰入額 246

貸倒引当金繰入額 40

子会社整理損失 115

子会社整理損失引当金

繰入額
74

 

 
 

 
 

 

※２ 営業外費用の主要項目 百万円

支払利息 745

貸与資産費用 231

出向者人件費 194

※３ 特別利益の主要項目 百万円

投資有価証券売却益 76

子会社株式売却益 173

※４ 特別損失の主要項目 百万円

固定資産処分損 170

 建物 108

 機械装置 42

 土地 2

 その他 14

投資損失引当金繰入額 1,428

貸倒引当金繰入額 186

棚卸資産評価損 217

 
 ５ 減価償却実施額 百万円

有形固定資産 645

無形固定資産 1

 
 ５ 減価償却実施額 百万円

有形固定資産 577

無形固定資産 1

 
 ５ 減価償却実施額 百万円

有形固定資産 1,245

無形固定資産 2

 

※６ 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上している。

用途 場所 種類
減損損失
(百万円)

遊休資産
富山市 
八尾町

土地 46

建物 ―

その他 
(構築物)

―

合計 46

当社は減損損失の算定に当た

り、他の資産または資産グルー

プのキャッシュ・フローを生み

出す最小の単位に基づき、ま

た、遊休資産については個別物

件単位でグルーピングを行って

いる。

このうち、将来の用途が定ま

っておらず、帳簿価額に対して

時価が下落している遊休資産に

ついて、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失(46百万円)として特別損

失に計上している。

なお、上記資産グループの回

収可能価額は、正味売却価額に

より測定しており、不動産鑑定

評価額に基づく評価額から処分

費用見込額を差引いて算定して

いる。

※６    ―――

 

※６ 当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて減

損損失を計上している。

用途 場所 種類
減損損失 
(百万円)

遊休資産
富山市
八尾町

土地 46

建物 ―

構築物 ―

合計 46

当社は減損損失の算定に当た

り、他の資産または資産グルー

プのキャッシュ・フローから概

ね独立したキャッシュ・フロー

を生み出す最小の単位に基づ

き、また、遊休資産については

個別物件単位でグルーピングを

行っている。

このうち、将来の用途が定ま

っておらず、帳簿価額に対して

時価が下落している遊休資産に

ついて、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減

損損失(46百万円)として特別損

失に計上している。

なお、上記資産グループの回

収可能価額は、正味売却価額に

より算定し、不動産鑑定評価額

に基づく評価額から処分費用見

込額を差引いて算定している。



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加7千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

  

株式の種類 前事業年度末（千株） 増加（千株） 減少（千株） 当中間会計期間末（千株）

普通株式（注） 26 7 ― 33



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 425 119 306

工具器具
備品

43 26 16

その他 
(無形固 
 定資産)

34 9 24

合計 503 156 347

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 93 38 54

工具器具
備品

66 32 34

その他 
(無形固 
 定資産)

32 12 19

合計 192 83 108

同左

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 93 32 60

工具器具
備品

57 31 26

その他 
(無形固 
 定資産)

34 20 13

合計 185 84 100

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額           百万円

 １年以内 82

 １年超 265

 合計 347

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ている。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等

  未経過リース料中間期末残高相

当額           百万円

 １年以内 35

 １年超 73

 合計 108

同左
 

② 未経過リース料期末残高相当額

等

  未経過リース料期末残高相当額

              百万円

 １年以内 27

 １年超 73

 合計 100

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失       百万円

支払リース料 43

減価償却費相当額 43

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失       百万円

支払リース料 24

減価償却費相当額 24

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失       百万円

支払リース料 84

減価償却費相当額 84

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失

はない。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



前へ   次へ 

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 

  

種類

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在)

中間貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

中間貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

貸借
対照表 
計上額 
(百万円)

時価 
(百万円)

差額 
(百万円)

子会社株式 494 1,764 1,270 494 1,397 903 494 1,795 1,301

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 228円37銭 １株当たり純資産額 223円02銭 １株当たり純資産額 224円63銭

 
１株当たり中間純利益 6円66銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載をしていない。

算定上の基礎

中間損益計算書上の中間純利益

806百万円

普通株式に係る中間純利益

806百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

121,099,584株

 
１株当たり中間純利益 0円94銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載をしていない。

算定上の基礎

中間損益計算書上の中間純利益

113百万円

普通株式に係る中間純利益

113百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

121,078,524株

（追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成18年１月

31日付で改正されたことに伴い、当

中間会計期間から繰延ヘッジ損益

（税効果調整後）の金額を普通株式

に係る中間会計期間末の純資産額に

含めている。 

 なお、前事業年度末において採用

していた方法により算定した当中間

会計期間末の１株当たり純資産額

は、222円21銭である。

 
１株当たり当期純利益 5円64銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載をしていない。

算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益

682百万円

普通株式に係る当期純利益

682百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳

該当事項はない。

普通株式の期中平均株式数

121,092,887株



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 当社は、平成17年11月11日開催の

取締役会において、染色加工部門、

織布部門、ニット部門、シルケット

部門の製造を株式会社シキボウ江南

(当社 100％出資)に承継することを

決議した。その概要は次のとおりで

ある。

 (1) 分割の目的

   当社は、染色加工部門、織布

部門、ニット部門、シルケット

部門の顧客ニーズのスピーディ

ーな対応並びに、より事業の効

率経営を追求し、４部門の再構

築・経営合理化に資するために

４部門の経営資源を会社分割の

方法によって一体化するもので

ある。この再編により４部門の

責任と権限のより明確化、事業

損益の徹底を図る事を目的とす

る。

 (2) 分割する事業部門の内容

  ① 染色加工部門、織布部門、

ニット部門、シルケット部門

の内容

    上記４部門の製造

  ② 平成17年３月期における経

営成績

    当社は、上記部門毎の損益

は算出していない。

  ③ 譲渡資産、負債の項目及び

金額(平成17年９月30日現在)

承継資産 承継負債

土地 2,961百万円
繰延税金 
負債

1,160百万円

建物・機械 
設備等

967百万円 ― ―

(承継資産 
合計)

3,928百万円
(承継負債 
合計)

1,160百万円

 (3) 分割契約の内容

  ① 分割の形態

    当社を分割会社とし、既存

の株式会社シキボウ江南を承

継会社とする簡易吸収分割

(分社型分割)により行う。

  ② 日程

    分割契約書承認取締役会

平成17年11月11日

    分割契約書の調印

平成17年11月11日

    分割期日

平成18年１月１日(予定)

      ――― 固定資産の譲渡

 当社は、平成18年６月14日開催の

取締役会において、当社が高知県高

岡郡日高村に保有する土地・建物等

について譲渡することを決議した。

 (1) 譲渡の理由

   当該固定資産については、連

結子会社である㈱シキボウ高知

が使用していたが、同社の解散

に伴い不要となったため、譲渡

することとした。

 (2) 譲渡資産の内容

   所在地：高知県高岡郡日高村

   面積：土地10,982.13㎡

   帳簿価額：482百万円（土地

269百万円、建物137百万円、

機械装置70百万円、備品等６

百万円）

   譲渡価額：120百万円

   現況：㈱シキボウ高知本社

 (3) 譲渡先の概要

   商号：都築紡績㈱

   本店所在地：愛知県名古屋市

中区

   当社との関係：なし

 (4) 譲渡の日程（予定）

   平成18年７月１日 

譲渡契約締結

   平成18年７月１日 

物件引渡し

 (5) 損益に与える影響

   当該資産の譲渡に関連して発

生が見込まれる損失額は362百

万円であり、特別損失として翌

期に計上する予定である。な

お、再評価に係る繰延税金負債

の取崩により法人税等調整額

(貸方)73百万円が発生する予定

である。



前へ 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

  ③ 株式の割当

    承継会社である株式会社シ

キボウ江南が当分割により発

行する株式は、全て当社に割

当てられる。

 (4) 承継会社の概要及び業績(平

成17年３月期)

商号 株式会社シキボウ江南

事業内容 染色加工布、織布、ニット

生地、シルケット糸の製造

販売

総資産額 627百万円

純資産額 162百万円

売上高 2,348百万円

経常損益 △16百万円

当期純利益 △17百万円

従業員数 218人



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第193期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月21日

シキボウ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているシキボウ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、シキボウ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２ 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月11日開催の取締役会において、染色加工部門、織

布部門、ニット部門、シルケット部門の製造を株式会社シキボウ江南(会社100％出資)に承継することを

決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  重  松  孝  司  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  万 里 夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原  祥  孝  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

シキボウ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているシキボウ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、シキボウ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(セグメント情報)の【事業の種類別セグメント情報】４事業区分の方法の変更に記載されているとおり、

事業の種類別セグメントについて従来「繊維」、「不動産」、「電子機器」、「その他」の４区分としてい

たが、当中間連結会計期間より「繊維」、「機能材」、「不動産」、「その他」の４区分に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  万 里 夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  幹  男  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  野  秀  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月21日

シキボウ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているシキボウ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第193期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、シキボウ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２ 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成17年11月11日開催の取締役会において、染色加工部門、織

布部門、ニット部門、シルケット部門の製造を株式会社シキボウ江南(会社100％出資)に承継することを

決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  重  松  孝  司  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  万 里 夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  原  祥  孝  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

シキボウ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているシキボウ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第194期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、シキボウ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  清  水  万 里 夫  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  西  幹  男  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西  野  秀  一  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管している。
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